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1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

トンガ王国「マイクログリッドシステム開発・導入計画」は、トンガ王国（以下、「ト」国）の

バイニ地区及び既設ポプア発電所を対象サイトとして、系統連系型の太陽光発電設備（出力

1,000kWp）及び系統の安定化を目的とした蓄電設備、充放電制御システムの調達・据付を行うも

のである。 

 「ト」国は島嶼国という地理的な条件から、石油燃料の輸入が全輸入額の 25％を占めており、

GDP の 10％に相当している。更に、電力供給の 98％以上が輸入燃料を使用したディーゼル発電

に依存している。このため「ト」国は、国際的な原油価格の変動に大きく影響され、エネルギー

安全保障の観点からも極めて脆弱である。2008 年の世界的な原油価格の高騰により、「ト」国の

電気料金は TOP 1.00/kWh（約 US￠50/kWh）に達し、同国の経済活動や国民の生活に深刻な影響

を与えた。これを教訓に「ト」国では、温室効果ガスの排出削減とエネルギー安全保障の向上と

いう二つの命題に対処するため、「2012 年までに電力供給の 50%を再生可能エネルギーで賄う」

という政策目標を 2009 年に閣議決定し、同政策目標を実現するための指針として「トンガ・エネ

ルギーロードマップ 2010-2020」（TERM：Tonga Energy Road Map）を策定した。しかしながら「電

力供給の 50%を再生可能エネルギーで賄う」という TERM の目標を達成するためには、更なる再

生可能エネルギーの導入が必要であるが、出力変動を伴う太陽光、風力発電等を大量に導入した

場合には安定的な電力供給が難しく、且つ電力系統の周波数が変動し、電力の品質を維持するこ

とが困難となる。これに対処するため、更なる再生可能エネルギーの導入と同時にマイクログリ

ッドシステム1を適用し、安定した電力供給と電力系統の周波数が変動を可能な限り抑えることが

必要となる。本無償資金協力事業は、「ト」国における再生可能エネルギー導入の目標達成に資す

るとともに、マイクログリッドシステムの導入により、電力系統の安定化を図るものである。 

 「ト」国では、様々なドナーの支援により、離島に独立型太陽光発電システム（SHS：Solar Home 

System）が導入されたほか、2012 年にはニュージーランドの援助によって出力 1,300kWp の系統

連系型太陽光発電設備が設置された。ただ、同 1,300kWp の太陽光発電設備は、運転開始から 5

年間はニュージーランドの民間企業に運転維持管理が委託されており、「ト」国の電力供給を担う

トンガ電力公社（TPL：Tonga Power Limited）に太陽光発電設備の運転・維持管理技術が蓄積され

ていない。 

TPL は、「ト」国政府との契約により、首都ヌクアロファの位置するトンガタプ島、エウア島、

ハアパイ島、ババウ島の四島で電力供給を行っており、ディーゼル発電設備、配電系統の運転、

維持管理を行っている。しかしながら、本無償資金協力事業で導入するマイクログリッドシステ

ムを取り扱った経験がない。 

本ソフトコンポーネントでは、プロジェクト開始時の円滑な立ち上がりを支援することと、本

無償資金協力事業で調達される機材が持続的に運転・維持管理されることを目的とし、実施機関

となる TPL の発電部門、配電部門を対象として、系統連系型太陽光発電システム（以下、連系 PV

システム）、マイクログリッドシステムの運転・維持管理に関する技術移転を実施する。また、マ

イクログリッドシステム導入後の系統運用手法、事故対応について、必要な技術移転を行う。 

 

                                                        
1 従来型電源（ディーゼル発電等）及び再生可能エネルギー電源が連系された系統において、再生可能エネルギ

ー電源の出力変動を電力貯蔵システムにより補償することで、系統の安定化を図るシステム。 
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2. ソフトコンポーネントの目標 

本ソフトコンポーネントの目標は、以下の通りである。下記の目標が達成されることにより、

無償資金協力事業の効果が持続的に発現することが期待される。 

(1) プロジェクトの竣工後、「ト」国側による系統連系型太陽光発電システム（以下、連系 PV

システム）、蓄電設備、充放電制御システムの運転・維持管理が円滑に開始される。 

(2) 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの運転・維持管理が持続的に行われる。 

(3) 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムが連系された配電系統が、安定的に運

用される。 

 

3. ソフトコンポーネントの成果 

本ソフトコンポーネントで達成すべき成果は、以下の通りである。 

表 3-1 ソフトコンポーネントの成果 

目 標 ソフトコンポーネントの成果 対象者 

1．  プロジェクトの竣工後、

「ト」国側による連系 PV

システム、蓄電設備、充放

電制御システムの運転・維

持管理が円滑に開始され

る。 

1-1 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの運

転・維持管理体制が整備される。 

1-2 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの概

要、特性が理解される。 

1-3 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システム及び

ディーゼル発電機が接続された配電系統において、連系

PV システムの発電出力が変動した場合の系統の状況、

各設備の応答が理解される。 

TPL 発電部門 

2． 連系 PV システム、蓄電設

備、充放電制御システムの

運転・維持管理が持続的に

行われる。 

2-1 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの運

転・維持管理マニュアルがトラブルシューティングを含

めて作成される。 

2-2 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムが配

電系統に接続された状態での、既設ディーゼル発電機の

運用マニュアルがトラブルシューティングを含めて作

成される。 

TPL 発電部門 

3．  連系 PV システム、蓄電設

備、充放電制御システムが

連系された配電系統が、安

定的に運用される。 

3-1 電力系統の運用に係る基本的事項（電力需要と供給のバ

ランス、周波数調整、電圧調整）が理解される。 

3-2 電力系統解析の概要（潮流解析、安定度解析）が理解さ

れる。 

3-3 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムが配

電系統に接続された状態での、配電系統のトラブルシュ

ーティング方法が確立される。 

TPL 発電部門、配

電部門 
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4. 成果達成度の確認方法 

 本ソフトコンポーネントの成果は、作成された運転･維持管理マニュアルと参加者のレポートを

確認することにより把握する。表 4-1 に活動内容別の成果確認方法を示す。マニュアルでは、運

転・維持管理に係る組織と役割、日常管理、定期点検、トラブルシューティング等、必要な項目

が全て網羅され、技術的な内容が誤りなく記載されていることを確認するとともに、必要に応じ

て助言、指導を行う。レポートでは、技術移転のテーマ毎に受講者が理解した内容を記述させ、

講義内容の理解度を評価する。なお、理解が十分でない項目については、補足講義を行う。 

表 4-1 ソフトコンポーネントの成果と確認方法 

対象者 ソフトコンポーネントの成果 達成度確認方法 

TPL 発電部門 1-1 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの運転・維

持管理組織が確立される。 

1-2 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの概要、特

性が理解される。 

1-3 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システム及びディー

ゼル発電機が接続された配電系統において、連系 PV システム

の発電出力が変動した場合の系統の状況、各設備の応答が理解

される。 

2-1 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの運転・維持

管理マニュアルがトラブルシューティングを含めて作成され

る。 

2-2 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムが配電系統に

接続された状態での、既設ディーゼル発電機の運用マニュアル

がトラブルシューティングを含めて作成される。 

 組織図、職務内

容の内規 

 レポート 

 

 レポート 

 

 

 

 マニュアル 

 

 

 マニュアル 

 

TPL 発電部門及び

配電部門 

3-1 電力系統の運用に係る基本的事項（電力需要と供給のバランス、

周波数調整、電圧調整）が理解される。 

3-2 電力系統解析の概要（潮流解析、安定度解析）が理解される。 

3-3 連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムが配電系統

に接続された状態での、配電系統のトラブルシューティング方

法が確立される。 

 レポート 

 

 レポート 

 マニュアル 

 

5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

5-1 ソフトコンポーネントの内容と活動 

 ソフトコンポーネントの活動内容は表 5-1 に示したように、太陽光発電設備、蓄電設備（リチ

ウムイオンキャパシタ）、充放電制御システムの基礎から、運転・維持管理、マニュアルの作成、

トラブルシューティングまでカバーする。技術移転の手法は、座学、演習（受講者によるマニュ

アル作成）と機材を使用した実習を用いる。実習にて使用する機材は、TPL へ導入予定の太陽電

池、蓄電設備、充放電制御システム、計測器、工具類を活用する。なお、本プロジェクトの責任

機関である TERM-IU（Tonga Energy Road Map Implementing Unit）からも、必要に応じてソフトコ

ンポーネントの講義に参加する。
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表 5-1 ソフトコンポーネントの活動内容と技術移転方法 

目 標 ソフトコンポーネントの成果 活動内容 技術移転方法 対象者 

1． プロジェクトの竣工後、

「ト」国側による連系 PV
システム、蓄電設備、充放

電制御システムの運転・維

持管理が円滑に開始され

る。 

1-1 連系 PV システム、蓄電設備、充放

電制御システムの運転・維持管理組

織が確立される。 

 運転・維持管理組織の立ち上げ 
 運転・維持管理要員の職務内容の規定 
 機器メーカーとの維持管理契約書（案）の
作成 

 座学、グループ演習 
 座学、グループ演習 
 座学、グループ演習 

TPL 発電部門 

1-2 連系 PV システム、蓄電設備、充放

電制御システムの概要、特性が理解

される。 

 連系 PVシステム、蓄電設備、充放電制御

システムの原理と基礎知識の移転 
 座学 
 

TPL 発電部門 

1-3 連系 PV システム、蓄電設備、充放

電制御システム及びディーゼル発電

機が接続された配電系統において、

連系 PV システムの発電出力が変動

した場合の系統の状況、各設備の応

答が理解される。 

 系統解析に基づく系統の状況、設備の応答
に係る講義 

 座学 TPL 発電部門 

2． 連系 PV システム、蓄電設

備、充放電制御システムの

運転・維持管理が持続的に

行われる。 

2-1 連系 PV システム、蓄電設備、充放

電制御システムの運転・維持管理マ

ニュアルがトラブルシューティング

を含めて作成される。 

 トラブルシューティング、運転維持管理マ
ニュアルの作成 

 座学、演習(マニュアル作成) 
 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

TPL 発電部門 

2-2 連系 PV システム、蓄電設備、充放

電制御システムが配電系統に接続さ

れた状態での、既設ディーゼル発電

機の運用マニュアルがトラブルシュ

ーティングを含めて作成される。 

 運用出力率、運転台数、増減台運転の基準
を含むディーゼル発電機運用マニュアル

の作成 
 トラブルシューティングマニュアルの作

成 

 座学、演習(マニュアル作成) 
 
 
 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

TPL 発電部門 

3． 連系 PV システム、蓄電設

備、充放電制御システムが

連系された配電系統が、安

定的に運用される。 

3-1 電力系統の運用に係る基本的事項

（電力需要と供給のバランス、周波

数調整、電圧調整）が理解される。 

 電力系統運用の基礎理論に係る講義 
 風力発電設備等の新たな再生可能エネル

ギー電源を系統に連系する際の検討事項

に係る講義 

 座学 
 

TPL 発電部門及び

配電部門 

3-2 電力系統解析の概要（潮流解析、安

定度解析）が理解される。 
 電力系統解析の基礎理論に係る講義  座学 TPL 発電部門及び

配電部門 
3-3 連系 PV システム、蓄電設備、充放

電制御システムが配電系統に接続さ

れた状態での、配電系統のトラブル

シューティング方法が確立される。 

 運転維持管理マニュアル、トラブルシュー
ティングマニュアルの作成 

 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 
TPL 発電部門及び

配電部門 
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5-2 投入計画 

(1) 日本側の投入計画 

本ソフトコンポーネントでは、表 5-1 の活動を実施することにより、実施機関である TPL が連

系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システムの運転・維持管理方法を具体的に理解し、実践

するために必要な技術を移転する。また、これらの新たに導入される設備と、既設のディーゼル

発電機が連系された配電系統を安定的に運用するための技術も移転する。受注コンサルタントは、

指導技術者 1（PV システム）、指導技術者 2（蓄電システム）、指導技術者 3（ディーゼル発電機）、

指導技術者 4（系統運用）の 4 名を表 5-2 に示す期間「ト」国に派遣し、技術移転を行う。 
 

表 5-2 ソフトコンポーネントに係る投入計画 

名称 格付 派遣期間 渡航回数 作業内容 
1. 運転維持管理体制の構築     

 指導技術者 1（PV システム） 3 号 0.50 月 1 回 

1-1-1 運転維持管理体制の構築 

(1) 運転・維持管理組織の立ち上げ 
(2) 運転・維持管理要員の職務内容の規定 
(3) 機器メーカーとの維持管理契約書（案）の

作成 
1-1-2 PV システムの概要に係る講義 

(1) 連系 PVシステムの原理と基礎知識の移転 

 指導技術者 2（蓄電システム） 3 号 0.50 月 1 回 

1-2-1 運転維持管理体制の構築 

（指導技術者 1（PV システム）との共同作業で

実施） 
(1) 運転・維持管理組織の立ち上げ 
(2) 運転・維持管理要員の職務内容の規定 
(3) 機器メーカーとの維持管理契約書（案）の

作成 
1-2-2 蓄電システムの概要に係る講義 

(1) 蓄電設備、充放電制御システムの原理と基

礎知識の移転 
(2) 系統解析に基づく系統の状況、設備の応答

に係る講義 
2. 技術トレーニング     

 指導技術者 1（PV システム） 3 号 1.00 月 1 回 

2-1 PV システムの運転維持管理技術の移転 

(1) PV システムの運転・維持管理に係る講義

及び実習 
(2) トラブルシューティング、運転維持管理マ

ニュアルの作成 

 指導技術者 2（蓄電システム） 3 号 1.00 月 1 回 

2-2 蓄電システムの運転維持管理技術の移転 

(1) 蓄電システムの運転・維持管理に係る講義

及び実習 
(2) トラブルシューティング、運転維持管理マ

ニュアルの作成 

 技術指導者 3（ディーゼル発電） 3 号 0.50 月 1 回 

2-3 ディーゼル発電機運用マニュアルの作成 

(1) 運用出力率、運転台数、増減台運転の基準

を含むディーゼル発電機運用マニュアル

の作成 
(2) トラブルシューティングマニュアルの作

成 

 指導技術者 4（系統運用） 3 号 0.50 月 1 回 

2-4 系統運用に関する技術の移転 

(1) 電力系統運用の基礎理論に係る講義 
(2) 風力発電設備等の新たな再生可能エネル

ギー電源を系統に連系する際の検討事項

に係る講義 
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(2) 「ト」国側の投入計画 

「ト」国側の投入として、ソフトコンポーネントの受け皿となる受講者の任命と講義への参加、

運転・維持管理組織の立ち上げ、ソフトコンポーネントを円滑に実施するための運営組織の設立

等が必要となる｡具体的には、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 ソフトコンポーネント実施体制（案） 

 
6. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

無償資金協力で調達・据付される連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御システム等の主要

機器は日本製であることから、ソフトコンポーネントで派遣する技術者は、日本の PV 製品、シ

ステムに精通している必要がある。「ト」国内でも 2012 年 7 月に系統連系型の太陽光発電設備が

運転を開始したが、主要機材は米国や欧州製であり、また系統連系についても十分な経験を有し

ていない。このため、ソフトコンポーネントの実施リソースとしては、日本の PV システムや系

統連系を熟知した受注コンサルタントが直接支援する方式を採用する。 

 
7. ソフトコンポーネントの実施工程案 

ソフトコンポーネント実施工程を表 7-1 に示す。 

日本より派遣された技術者は、表 7-1 のとおりそれぞれのカテゴリーごとに、ソフトコンポー

ネントを実施する。各カテゴリーの実施時期については、以下のとおりである。 

運転維持管理体制の構築： 維持管理体制構築の支援を目的に行うこと。機材据付前に維持

管理体制を明確化させておくことは、設備据付時に当事者意識

を喚起できることから、設備据付以前に実施する。 

技術トレーニング： 据付・点検・運転等については実設備を利用し行う。設備が運

開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について

整備するため、据付工事の半ばから設備運開前に実施する。 
  

配電部長 
(Distribution Network Manager) 

電線主任 
(Lines Supervisor) 

電線係 
(Linesman) 

社長 
（Chief Executive） 

発電部長 
(Power Generation Manager) 

発電所長 
(Station Superintendent) 

電気技工 
(Electrical Technician) 

TPL   

コンサルタント 
（技術移転） 

ソフコン 
受講者 

全体管理 
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表 7-1 ソフトコンポーネントの実施スケジュール 

 
 
8. 成果品 

 本ソフトコンポーネントの成果品は表 7-1 に記載したように、運転維持管理マニュアル（トラ

ブルシューティングを含む）、実施状況報告書（施主向けには英文 Progress Report）、完了報告書（施

主向けには英文 Final Report）、並びに技術移転に使用した教材類である。 

 
9. ソフトコンポーネントの概算事業費 

本ソフトコンポーネントの概略事業費は 10,738 千円であり、内訳は表 9-1 に示す通りである。 

表 9-1 ソフトコンポーネントの概略事業費 

項 目 金額（千円） 

直接人件費 3,080 

直接経費 3,716 

間接費 3,942 

合 計 10,738 

 
10. 相手国実施機関の責務 

(1) TPL は、本ソフトコンポーネント実施に係る運営組織を設置する。 

(2) TPL は、本ソフトコンポーネント実施に必要となる会議室等を用意する。 

(3) TPL は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

(4) TPL は、コンサルタントと協議し、運転維持管理マニュアルの作成を自ら実施する。

また、システムの運転開始後、実情に応じてマニュアルの改訂、更新を行う。 

(5) TPL は運転維持管理マニュアルに基づき、連系 PV システム、蓄電設備、充放電制御シ

ステムを維持管理する。運転維持管理担当者などが異動する場合は、ソフトコンポー

ネントの成果品を活用し、後任者へ技術移転を行う。 

月数

施設建設、機材据付工事

検査・調整・試運転

初期操作・運用指導

検収・竣工引渡し

運転維持管理体制の構築

技術トレーニング

運転維持管理マニュアル

実施状況報告書

完了報告書

142 3 10 115 9864 12

ソフトコンポーネント

成果品

1 137



 

A-7 電力潮流解析の検討  
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トンガタプ島における電圧，周波数変動量の評価解析 

 

本資料は，以下１．～３．に基づき構成する。 

１．各モデル作成 

２．電圧変動量の評価解析 

３．周波数変動量の評価解析（以下の 4段階で周波数変動量の評価解析を行う） 

 解析概要 解析条件 

1. 系統解析の第一段階として、PV 出力変動に対する

本計画の短周期変動補償方式において、どの程度

の PV 出力変動まで許容する計画が妥当であるか

を見極める。4 種類の PV の出力変動を想定し、蓄

電設備の必要容量を評価した。 

想定した PV 出力変動 
 PV 設備容量の 50% / 10sec 

ランプ波低減 
 PV 設備容量の 50% / 5sec 

ランプ波低減 
 PV 設備容量の 80% / 10sec 

ランプ波低減 
 PV 設備容量の 80% / 5sec 

ランプ波低減 
2. 系統解析の第二段階として、ディーゼル発電設備

の追従性をより実情に即してモデリングするた

め、ポプア発電所の設備に具備されるガバナの変

化率リミットに基づきシミュレーションを行い、

蓄電設備の必要容量を評価した。 

想定したガバナ変化率リミット 
 5%/1sec 

想定した PV 出力変動 
 PV 設備容量の 50% / 10sec 

ランプ波低減 
 PV 設備容量の 50% / 5sec 

ランプ波低減 
 PV 設備容量の 50% / 10msec 

ステップ波低減 
3. 系統解析の第三段階として、これまで行った蓄電

設備の瞬間出力容量、制御システムの追従性に加

え、蓄電設備容量の妥当性を検証するため、4 種

類の可変時定数特性を想定し、蓄電設備の必要容

量を評価した。 

想定した蓄電設備特性 
 必要出力を 60 秒維持 
 必要出力を 40 秒維持 
 必要出力を 20 秒維持 
 必要出力を 10 秒維持 

4. 系統解析の第四段階として、2013 年に TPL が導入

を予定している中速ディーゼルを想定しガバナ変

化率リミットを設定し、本計画の蓄電設備の追従

性、蓄電容量を評価した。 

想定したガバナ変化率リミット 
 上昇時 1.8%/1sec 
 下降時 3.6%/1sec 

想定した PV 出力変動 
 PV 設備容量の 50% / 10sec 

ランプ波低減 
 PV 設備容量の 50% / 5sec 

ランプ波低減 
PV 設備容量の 50% / 10msec 
ステップ波低減 
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１．各モデル作成 

 各モデルは，表 1.1-1及び表 1.1-2に基づき作成した。 

表 1.1-1 モデル化情報一覧 その 1 

モデル名称 モデル化情報 備考 情報参照先 

配電系統 ネットワーク情報 

・単線結線図より，接続，線

種，距離を取得した 

・補助資料として， 

 *1ファイルを活用した 

系統基準容量：10MVA 

分岐，柱上変圧器は， 

同一線種内で均等配置 

Single_Line_Symbols.xlsx 

All Data_TPL_2011.xlsx*1 

キャパシタ容量 － All Data_TPL_2011.xlsx 

導体情報 導体情報と装柱情報より， 

線路インピーダンスを算定 

OverheadAluminiumConductors.pdf 

All Data_TPL_2011.xlsx 

フジクラ 電線要覧 

装柱情報 

・2012/09/06入手の 

 手書きの装柱図より 

20120905162856849.tif 

発電所構内 ネットワーク情報 

・1BUS模擬 

・蓄電池連系変圧器 

変圧器容量：蓄電池容量相当 

変圧器%Z：4.5% 

第一次現地調査結果(英文) 

構内単線結線図 

電力系統技術計算の基礎 

(11kV変圧器の標準的な%Zを参照) 

新設 PV 

サイト 

ネットワーク情報 

・PV容量：1000kW 

・引込線 100m 

 コックローチ(AAC 250mm) 

変圧器容量:1250ｋVA 

変圧器%Z：4.5% 

第一次現地調査結果(英文) 

構内単線結線図 

電力系統技術計算の基礎 

(11kV変圧器の標準的な%Zを参照) 

需給情報 冬場（7月）週末[軽負荷] 

 

夏場（1月）[重負荷] 

7月 15日(日曜日) 14:00 

※7月で負荷量最小の断面 

1月 18日(水曜日) 14:15 

Generator_Feederdata.xls 
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表 1.1-2 モデル化情報一覧 その 2 

モデル名称 モデル化情報 備考 情報参照先 

発電機 ○負荷追従用(CAT) 

Caterpillar社製 3516B 

・定数あり 

・飽和特性あり 

・慣性定数あり 

・情報より算定した慣性定数

が 7秒であり，一般的な値

より大きいが採用した 

・一部発電機定数が不明な箇

所は，Y法プログラムの内

部定数を使用した 

Tongatapu Power Station Protection 

Coordination Review 

○ベースロード用(Mak) 

Nak社製 6CM32C 

・定数あり 

・飽和特性なし 

・慣性定数なし 

－ 

ＡＶＲ 系統連系規定のモデルをベ

ースに作成した 
－ 

系統連系規定 

SETTING DATA 

ＧＯＶ ○CAT 

・回転数一定制御 

 PI制御 

・機関遅れ 

（一次遅れ） 

・PI制御 

・機関遅れは一次遅れ 

系統連系規定より

T=0.6secとした 

※実測波形より，周波数変動

に応じた有効電力が出力

するよう定数を調整した 

proddocspdf_2_445 DSLC.pdf 

SETTING DATA 

系統連系規定 

○Mak ※情報なし － 

蓄電池 PVサイト毎に 

独立した制御 

・蓄電池制御： 

 リセット回路 

・変換器応答： 

 指令値に対し 

90%出力まで 100msec 

・リセット回路にて出力を減

ずる 

・変換器容量のみ考慮し，充

電容量は考慮しない 

・AVRは電圧が厳しい場合に

追加予定(現状，非考慮) 

富士電機 蓄電池用 PCSパンフレット 

富士電機担当者に電話確認(佐藤氏) 

蓄電池併設風力発電導入可能性調査 

H12年 2月 NEDO 

ＰＶ ＰＣＳ ランプ状負荷模擬 

（定電力特性負荷） 
－ － 
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２．電圧変動量の評価解析 

 

２．１ 概要 

静特性解析（潮流計算）により，新設 PV 出力零と PV 定格出力時の配電系統内主要地点

の電圧を算定し，その変動量を評価した。①～③に解析に伴う条件および評価方法を示す。 

① パラメタ 

・潮流断面：2パターン 

 /軽負荷断面[2012年 7月 15日 14:00]，重負荷断面[2012年 1月 18日 14:15] 

・PVサイト設置フィーダ：2パターン 

オープニングポイントの変更により系統構成を変更した。 

 /Vainiフィーダ，NUK1フィーダ 

・PV出力：2 パターン 

 /出力なし，定格出力 

② モデル 

モデル作成時の留意点を示す。 

○配電系統モデル 

・発電所構内 BUS より，配電系統側をモデル化した 

・発電所送り出し電圧は，定格 11kVとした 

・フィーダの発電所送り出し潮流が，潮流断面と一致するよう負荷配分を行なった。 

・負荷は柱上変圧器単位とし，フィーダ毎の送り出し潮流を変圧器容量比で案分した。 

・柱上変圧器はモデル化していない 

③ 評価方法 

 ・配電系統内主要地点の電圧を観測し，変動量が運用値以内（230±10[V]）か否かで 

判定を行う 

 

２．２ ケース一覧 

２．１の条件などをもとに検討するケースは，以下 8ケースとした。 

表 2.1 電圧変動量の評価解析 ケース一覧 

ケース名 潮流断面 
PV サイト 

設置フィーダ 
PV 出力 

V1-Vaini-OP 軽負荷断面 Vaini 出力なし 

V2-Vaini-OP-PV 出力定格 

V3-NUK1-OP NUK1 出力なし 

V4-NUK1-OP-PV 出力定格 

V5-Vaini-P 重負荷断面 Vaini 出力なし 

V6-Vaini-P-PV 出力定格 

V7-NUK1-P NUK1 出力なし 

V8-NUK1-P-PV 出力定格 
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２．３ 解析結果と評価 

 

○軽負荷断面 

 図 2.1 に軽負荷断面における主要観測地点の電圧と有効電力潮流の解析結果のまとめを

示す。また，図 2.2～2.5に各ケースにおける軽負荷断面の潮流図を示す。 

Vainiフィーダ接続： 

PV 出力なしに対して PV 定格出力時の電圧変動量は PV サイト付近で，2.71[V]となった。

また主要観測地点における電圧変動量は電圧評価基準である 230±10[V]の範囲におさまっ

ていることが確認できた。 

NUK1フィーダ接続： 

Vainiと同様に PVサイト付近での電圧変動量は，3.34[V]となった。また主要観測地点に

おける電圧変動量も電圧評価基準の範囲におさまっていることが確認できた。 

 

○重負荷断面 

 図 2.6 に重負荷断面における主要観測地点の電圧と有効電力潮流の解析結果のまとめを

示す。また、図 2.7～2.10に重負荷断面の各ケースの潮流図を示す。 

Vainiフィーダ接続： 

PV サイト付近での電圧変動量は，2.74[V]となった。また主要観測地点における電圧変動

量も電圧評価基準内であることが確認できた。 

NUK1フィーダ接続： 

PV サイト付近での電圧変動量は，3.43[V]となった。また主要観測地点における電圧変動

量も電圧評価基準内であることが確認できた。 

 

※本解析結果の妥当性を確認するため，以下の点を現地にて確認することが望ましい。 

トンガタプ島の現状系統において，発電所構内 BUS 電圧と東西の配電線末端電圧の実測

値より電圧低下幅をもとめ，潮流解析結果の電圧低下幅の妥当性を確認する。 

解析系統の軽負荷断面時の PV出力なし（図 2.2潮流図）において， 

発電端の送り出し電圧 11[kV]とした場合の各末端の電圧値は以下の様になる。 

東側末端[T0170](図 2.2青○)：10.83[kV] 

西側末端[T0410](図 2.2赤○)：10.82[kV] 
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図 2.1 軽負荷断面 解析結果のまとめ 
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図 2.2 V1-Vaini-OP 軽負荷断面 Vainiフィーダ接続 ＰＶ出力なし 潮流図  

東側末端 
10.8328[kV] 

西側末端 
10.8207[kV] 

送り出し電圧 
11.0[kV] 
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図 2.3 V2-Vaini-OP-PV 軽負荷断面 Vainiフィーダ接続 ＰＶ定格出力 潮流図  

逆潮流 point 
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図 2.4 V3-NUK1-OP 軽負荷断面 NUK1フィーダ接続 ＰＶ出力なし 潮流図  
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図 2.5 V4-NUK1-OP-PV 軽負荷断面 NUK1フィーダ接続 ＰＶ定格出力 潮流図 

逆潮流 point 
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図 2.6 重負荷断面 解析結果のまとめ 
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図 2.7 V5-Vaini-P 重負荷断面 Vainiフィーダ接続 ＰＶ出力なし 潮流図  
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図 2.8 V6-Vaini-P-PV 重負荷断面 Vainiフィーダ接続 ＰＶ定格出力 潮流図  

逆潮流 point 
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図 2.9 V7-NUK1-P 重負荷断面 NUK1フィーダ接続 ＰＶ出力なし 潮流図  
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図 2.10 V8-NUK1-P 重負荷断面 NUK1フィーダ接続 ＰＶ定格出力 潮流図 

逆潮流 point 
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３．周波数変動量の評価解析 

 

３．１ PV 出力変動規模の見極め 

(1) 解析概要 

日射量の急変により PV 出力が変化した場合の過渡解析を行い，周波数変動量を評価した。

その際，蓄電池変換器容量をパラメタとして導入量の評価も行った。①～③に解析条件お

よび評価方法などを示す。 

 

① パラメタ 

・PV出力（急減） 

 /変化量 ：50%（新設 PV＋既設 PV＝1150kW），80%（1840kW） 

 /継続時間：5秒，10秒 

・蓄電池変換器容量 

 /各サイト 250kW(合計 500kW)，500kW(1000kW)，750kW(1500kW) 

② モデル 

各モデルとモデル作成時の留意点を示す。 

○配電系統 

・静特性モデル（２．で作成したモデル）の中で，周波数変動幅が大きくあらわれる軽

負荷断面をベース断面とした 

・発電機の並列台数は，既設 PV サイト運開後の現地運用実績を参考にした 

負荷追従用発電機(CAT機)3台並列：G2,G3,G6 

○発電機モデル 

・初期出力：407[kW]（3台同様，Vainiフィーダ接続,NUK1フィーダ接続とも同様） 

○AVRモデル 

○GOVモデル 

○蓄電池モデル 

○PVモデル 

・ランプ状変化 

サイト容量の異なる新設サイトと既設サイトに対し同じ変化率[%/sec]で与えるため，

変化量は異なる。 

③ 評価方法 

・運用値範囲内（周波数＋0.2Hz～－0.1Hz）におさまることを確認する。 
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(2) ケース一覧 

 (1)の条件をもとに作成した検討ケースは，以下の 16 ケースとした。ベースケースは，

PV出力が 50%/10secにて急減するケースとした。 

ベースケースは，ご提供いただいた 10 秒サンプリングの実測データ（120829.xlsx，

120830.xlsx，120831.xlsx，120901.xlsx，120902.xlsx）における，PV の最大急減量

558kW/10sec(43%/10s)(120902.xlsxより)を参考に設定した。 

 

表 3.1 周波数変動の評価解析 ケース一覧 

ケース名 
潮流断面 

ケース名 

PV出力 

(新設+既設) 

蓄電池 

容量 
備考 

F1-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D500 V2-Vaini-OP-PV 50%/10sec⇒1.15MW急減 500kW ベース 

F2-V2-Vaini-OP-PV-50P5S-D500 50%/5sec⇒1.15MW急減  

F3-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D250 50%/10sec⇒1.15MW急減 250kW  

F4-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D750 50%/10sec⇒1.15MW急減 750kW  

F5-V2-Vaini-OP-PV-80P10S-D500 80%/10sec⇒1.84MW急減 500kW 

参考 
F6-V2-Vaini-OP-PV-80P5S-D500 80%/5sec⇒1.84MW急減 

F7-V2-Vaini-OP-PV-80P10S-D250 80%/10sec⇒1.84MW急減 250kW 

F8-V2-Vaini-OP-PV-80P10S-D750 80%/10sec⇒1.84MW急減 750kW 

F9-V4-NUK1-OP-PV-50P10S-D500 V4-NUK1-OP-PV 50%/10sec⇒1.15MW急減 500kW ベース 

F10-V4-NUK1-OP-PV-50P5S-D500 50%/5sec⇒1.15MW急減  

F11-V4-NUK1-OP-PV-50P10S-D250 50%/10sec⇒1.15MW急減 250kW  

F12-V4-NUk1-OP-PV-50P10S-D750 50%/10sec⇒1.15MW急減 750kW  

F13-V4-NUK1-OP-PV-80P10S-D500 80%/10sec⇒1.84MW急減 500kW 

参考 
F14-V4-NUK1-OP-PV-80P5S-D500 80%/5sec⇒1.84MW急減 

F15-V4-NUK1-OP-PV-80P10S-D250 80%/10sec⇒1.84MW急減 250kW 

F16-V4-NUK1-OP-PV-80P10S-D750 80%/10sec⇒1.84MW急減 750kW 
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(3) 解析結果と評価 

 

Vainiフィーダ接続： 

 表 3.2に各ケースの周波数のボトム値を載せる。また，ケース F1…,F2…,F5…,F6…の周

波数波形を図 3.1，ケース F1…,F3…,F4…の周波数波形を図 3.2に載せる。 

 蓄電池変換器容量を 500kW とした場合，ベースケースとした F1…のケース(50%/10 sec)

では，周波数の運用範囲を 0.03Hz ほど逸脱した。さらに 50%/5 sec のケース(F2…)では，

約 0.05Hz の逸脱が見られた。より厳しい 80%/10 sec (F5…)，80%/5 sec (F6…)ではさら

に周波数の低下が大きくなった。実測データからはこれらのケースは想定しにくいため，

以降参考ケースとさせていただく。 

 ベースケースにおいて蓄電池変換器容量を変化させた場合， 750kW においてはほとんど

周波数低下がみられず， 250kWにおいては約 0.3Hz低下し厳しい結果となっている。 

今回の結果からは，蓄電池変換器容量 500kW 以上の蓄電池を用いることが有効であると

確認された。 

蓄電池設置ケースにおいて数秒後に周波数低下が顕著に現れるのは，蓄電池出力が変換

器容量の定格に達した後，不足分をディーゼル発電機にて補っているが，ディーゼル発電

機の応答速度が蓄電池より遅いために周波数が低下したことによる。 

 

表 3.2 Vainiフィーダ接続ケースにおける周波数のボトム値 

ケース名 周波数ボトム値 

[Hz] 

時間 

[sec] 

F1-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D500 -0.13 10.62 

F2-V2-Vaini-OP-PV-50P5S-D500 -0.15 5.97 

F3-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D250 -0.29 8.69 

F4-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D750 -0.04 14.44 

F5-V2-Vaini-OP-PV-80P10S-D500 -0.46 9.98 

F6-V2-Vaini-OP-PV-80P5S-D500 -0.73 5.48 
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図 3.1 ケース F1,F2,F5,F6の周波数の比較結果【蓄電池 500kWでの比較】  

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/10秒 

PV出力急減 

50%/5秒 

PV出力急減 

80%/10秒 

PV出力急減 

80%/5秒 

※レンジ注 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 
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図 3.2 ケース F1,F3,F4の周波数の比較結果【蓄電池 500kW,250kW,750kWの比較】 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 250kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 750kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 
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NUK1フィーダ接続： 

 表 3.3 に各ケースの周波数のボトム値を載せる。また，ケース F9…,F10…,F13…,F14…

の周波数波形を図 3.3，ケース F9…,F11…,F12…の周波数波形を図 3.4に載せる。 

 結果より，Vainiフィーダ接続と傾向は全く同じになった。 

 

 

表 3.3 NUK1 フィーダ接続ケースにおける周波数のボトム値 

ケース名 周波数ボトム値 

[Hz] 

時間 

[sec] 

F9-V4-NUK1-OP-PV-50P10S-D500 -0.13 10.59 

F10-V4-NUK1-OP-PV-50P5S-D500 -0.15 5.96 

F11-V4-NUK1-OP-PV-50P10S-D250 -0.29 8.7 

F12-V4-NUk1-OP-PV-50P10S-D750 -0.04 14.53 

F13-V4-NUK1-OP-PV-80P10S-D500 -0.46 9.67 

F14-V4-NUK1-OP-PV-80P5S-D500 -0.73 5.48 
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図 3.3 ケース F9,F10,F13,F14の周波数の比較結果【蓄電池 500kWでの比較】  

PV出力急減 

50%/10秒 

PV出力急減 

50%/5秒 

PV出力急減 

80%/10秒 

PV出力急減 

80%/5秒 

※レンジ注 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 
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図 3.4 ケース F9,F11,F12の周波数の比較結果【蓄電池 500kW,250kW,750kWの比較】 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 250kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 750kW×2 

赤：PV(既設+新設) 

  蓄電池なし 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 
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(4) 評価における総括 

最後に，解析条件および結果に対する留意点をまとめる。 

○解析結果について 

Vainiまたは NUK1への接続先変更による電圧解析の評価結果の差異は認められなかった。 

・電圧変動については，評価基準である 230±10[V]の範囲に収まることが確認された。 

・周波数変動量については，日射量変動による PV 出力急変を想定し解析を行なったが，

500kW以上の蓄電池を用いることで，ほぼ運用値範囲内（周波数＋0.2Hz～－0.1Hz）に

収まることが確認された。なおこの運用値は日本国内島嶼地域における周波数管理目

標値である±0.3Hzより厳しい設定である。 

○電圧変動量評価解析に関する留意点 

・現状系統における発電所構内 BUS 電圧と東西の配電線末端電圧の実測値より，潮流解

析結果の電圧低下幅の妥当性の確認を行うことが望ましい（図 2.2潮流図参照）。 

○周波数変動量評価解析に関する留意点 

・ご提供いただいた 10秒サンプリングの情報のみでは，トンガタプ島における日射量変

動による PV出力の変化速度に対する想定の妥当性について確認ができたとは言えない。 

 解析条件の想定には，年間を通じて観測された 1 秒サンプリング以下の実測値を分析

することが望ましい。 

なお本解析では， 2012/08/29～2012/09/02 での実測値より，最大 558kW/10sec

（43%/10sec）の出力変動を確認し，それを基準に変化速度を想定している。 

・ガバナの応答特性の想定については，10 秒サンプリングの実測値を用いて制御系定数

を調整しているため，実機の特性が想定より優れている可能性がある。その場合，PV

出力急減に対する追従性能が高まるため周波数の低下幅は減少する。 

GOVモデルの精度を高めるには，1秒サンプリング以下の実測値やガバナの応答特性（例

えば，負荷遮断試験実測値）などが必要となる。 

・発電機並列台数は，オフピーク断面にて既設 PVに対する予備力を考慮した現地の運用

を参考に，負荷追従用発電機(CAT機)を 3台並列した。これを 2台並列とすれば周波数

変動量はより大きくなり，4台並列とすればより小さくなる。 

新設 PV 導入後の並列台数については，予備力と運転可能最低出力を留意して運用する

必要がある。 

・蓄電池モデルは，電池容量の大きい鉛蓄電池を想定し変換器容量のみ考慮したモデル

としているため，電池容量は無限大と等価である。キャパシタを使用する場合には，

充電容量や残存容量に留意する必要がある。 

・新旧 2箇所の PVサイトは地理的に離れているため，平滑化効果が見込まれるが，今回

の解析では考慮していない。同時刻に同じ変動を想定している。 
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３．２ 既設ディーゼル発電機の追従性の確認 

 

(1) 解析概要 

ガバナモデルに既設のディーゼル発電設備の変化率制限リミッタを適用し，再度周波数

変動量の評価解析を行った。①～④に解析条件および評価方法を示す。 

 

① ガバナモデルの変更点 

・5%/secの変化率制限リミッタを設けた 

② パラメタ 

・ＰＶ出力（急減） 

  /変化量：50%（新設 PV＋既設 PV＝1150kW） 

  /継続時間：10msec，5sec，10sec 

・蓄電池変換器容量 

  /各サイト 500kW(合計 1000kW)，750kW(合計 1500kW) 

  ⇒前回結果より，蓄電池変換器容量が 250kW の場合は，周波数変動が運用値範囲を大

幅に超え，750kWの場合は十分に安定サイドのため，基本解析は，各サイト 500kWと

した 

③ モデル 

・前回解析と同様のため省略した（前回資料に詳細記載あり） 

④ 評価方法 

・運用値範囲内（周波数＋0.2Hz～－0.1Hz）におさまる蓄電池変換器容量を算定する 

今回は，前回解析結果から蓄電池変換器容量を 500kWとしているため， 

ガバナモデルの変更により，周波数が運用値範囲内におさまるかを検討する 
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(2) ケース一覧 

 (1)の条件をもとに作成した検討ケースは，以下 8ケースとした。 

蓄電池変換器容量が 750kWのケースは，最も急減が厳しい 50%/10msecのみの変動を模擬

した。また，本ケースと現状系統との比較用ケースとして，既設 PV1.3MWに対して 50%の急

減（変化幅は各ケースによる）を模擬し，さらに蓄電池なしを想定したケースを行った。 

 

表 3.4 周波数変動量の解析 ケース一覧 

ケース名 
潮流断面 

ケース名 

PV出力 

(新設+既設) 

蓄電池 

変換器容量 

F21-V2-Vaini-OP-PV-50P10MS-D500 V2-Vaini-OP-PV 50%/10msec⇒1.15MW急減 500kW 

F22-V2-Vaini-OP-PV-50P5S-D500 50%/5sec⇒1.15MW急減 

F23-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D500 50%/10sec⇒1.15MW急減 

F24-V2-Vaini-OP-PV-50P10MS-D750 50%/10msec⇒1.15MW急減 750kW 

F25-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500 V4-NUK1-OP-PV 50%/10msec⇒1.15MW急減 500kW 

F26-V4-NUK1-OP-PV-50P5S-D500 50%/5sec⇒1.15MW急減 

F27-V4-NUK1-OP-PV-50P10S-D500 50%/10sec⇒1.15MW急減 

F28-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D750 50%/10msec⇒1.15MW急減 750kW 
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(3) 解析結果と評価 

 

○Vaini フィーダ接続： 

 表 3.5 に各ケース(F21…～F24…)の周波数ボトム値を載せる。また，ケース F21…～F24

の周波数波形を図 3.5に載せる（青線は各ケースの比較用の現状想定ケースである）。 

 蓄電池変換器容量が 500kW の場合，PV 出力がステップ上に変化する F21…においては，

周波数ボトム値が約 0.2Hz と厳しい結果となった。また実測ベースのランプ状変化を想定

した F22…，F23…は，周波数ボトム値が約 0.15Hzとなった。ランプ状変化の変化率は，今

回考慮した GOV 変化率制限値以下であるため，前回の報告で評価した GOV モデル改良前の

結果と同じ結果が得られている。 

蓄電池変換器容量 750kW の場合，F24…では周波数ボトム値が 0.08Hz となり，運用範囲

内の-0.1Hzにおさまっていることが確認できた。 

 

○NUK1 フィーダ接続： 

表 3.5 に各ケース(F25…～F28…)の周波数ボトム値を載せる。また，ケース F25…～F28

…の周波数波形を図 3.6に載せる（青線は，比較用ケース）。 

 周波数波形およびボトム値より，Vainiフィーダ接続と傾向は同じになった。 

 

表 3.5 各ケースの周波数ボトム値 

ケース名 
周波数ボトム値 

[Hz] 

時間 

[sec] 

F21-V2-Vaini-OP-PV-50P10MS-D500 -0.21 1.37 

F22-V2-Vaini-OP-PV-50P5S-D500 -0.15 5.96 

F23-V2-Vaini-OP-PV-50P10S-D500 -0.13 10.61 

F24-V2-Vaini-OP-PV-50P10MS-D750 -0.08 0.41 

F25-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500 -0.21 1.43 

F26-V4-NUK1-OP-PV-50P5S-D500 -0.15 5.95 

F27-V4-NUK1-OP-PV-50P10S-D500 -0.13 10.60 

F28-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D750 -0.08 0.40 

 

以上より，Vaini,NUK1のどちらの接続においても，今回の運用値の範囲である-0.1Hzを

最過酷ケースでは，0.11Hz 程超えているが，実測ベースでの急減においては，運用値範囲

を 0.05Hz超えるほどでおさまっている。日本国内島嶼地域における周波数許容偏差±0.3Hz

を想定すれば，今回の評価に用いた運用値は厳しい設定条件となるため，いずれも問題の

ない範囲ではないかと思われる。 
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図 3.5 PV出力 50%時の変化幅の相違による周波数比較結果 

【蓄電池 500kW,750kW / Vainiフィーダ接続】  

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/10msec 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/5sec 

PV出力急減 

50%/10sec 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 750kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/10msec 
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図 3.6 PV出力 50%時の変化幅の相違による周波数比較結果 

【蓄電池 500kW,750kW / NUK1フィーダ接続】 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/10msec 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 500kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/5sec 

PV出力急減 

50%/10sec 

黒：PV(既設+新設) 

  蓄電池 750kW×2 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/10msec 
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３．３ 蓄電設備の必要蓄電容量（エネルギー量）の評価 

 

(1) 解析概要 

 蓄電設備容量のアワー評価を行うため，蓄電池モデルの動作に蓄電容量を考慮し、モデ

ル化を行った。前回の蓄電池モデルにおいては，蓄電池容量 500[kW]定格出力後の充電容量

補償（可変時定数制御）は，一次遅れ時定数を 60秒としていたが，出力特性に加え、40sec，

20sec，10secの 3ケースを追加検討した。 

 

① 発電機，ガバナモデル 

・CAT機（高速ＤＧ機）3台並列 

・GOV：5%/secの変化率制限モデル 

② ＰＶ出力（急減） 

/変化量：50%（新設＋既設 PV＝1150[kW]） 

/継続時間：10msec 

③ 蓄電池モデル 

・蓄電池変換器容量 

 /各サイト 500[kW]（合計 1000[kW]） 

・蓄電池容量 500[kW]出力後の可変時定数制御特性を以下とした。 

 /500[kW]/60sec，40sec，20sec，10sec 計 4パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 ＰＶ出力と蓄電池出力の動作 

  

PV出力 

蓄電池
出力 

60,40,20,10sec 

500[kW]±0.5% 
の範囲内にかかったら，
低下始まり 

時間 

時間 
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(2) ケース一覧 

 系統断面は，今までどおりオフピーク断面とし，NUK1，Vainiフィーダ接続による差異は

周波数変動に関しては見られないため，NUK1フィーダ接続のみを解析対象とした。 

(1)の条件をもとに作成した検討ケースは，以下 4ケースとした。 

 

表 3.6 周波数変動量の解析 ケース一覧 

ケース名 
PV出力 

(新設+既設) 

蓄電池 

変換器容量 

変化速度 

500[kW]/xxx 

F31-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-60S 

50%/10msec⇒1.15MW急減 500kW 

60sec 

F32-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-40S 40sec 

F33-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-20S 20sec 

F34-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-10S 10sec 

 

(3) 解析結果と評価 

 表 3.7に各ケースの周波数ボトム値と周波数変動後の落ち着き先の値を載せる。 

 図 3.8 に各ケース(F31…～F34…)の周波数波形を載せる。また，現状想定ケースの比較

用として，図 3.9に周波数の比較波形を載せる（青線：現状想定ケースの周波数波形）。 

 

○蓄電池の低下時の変化速度 500[kW]/60sec(8.33[kW]/sec)の解析結果 

ＰＶの低下により，周波数のボトムは，-0.22[Hz]となる。10秒付近では蓄電池出力とＤ

Ｇ出力の変化幅が一致するため，周波数変動も約-0.04[Hz]に落ち着く。60秒付近にて蓄電

池出力が 0.0[kW]になり，再びガバナが追従するため，周波数も変動する。変動後，再び出

力の変化幅が一致し，周波数は約 0.0[Hz]となった。 

 

○蓄電池の低下時の変化速度 500[kW]/40sec(12.50[kW]/sec)の解析結果 

蓄電池の変化速度が 60 秒より約 4[kW]速くなるため，ＤＧ機の追従が遅れ周波数のボト

ムは 60秒の解析より-0.01[Hz]低下する。同様にバランス後の周波数も約-0.06[Hz]に低下

する。それ以降の動作は，60秒時の動作傾向と同様である。 

 

○蓄電池の低下時の変化速度 500[kW]/20sec(25.00[kW]/sec)， 

500[kW]/10sec(50.00[kW]/sec)の解析結果 

20秒，10秒の動作についても動作傾向は同様であるが，周波数ボトム値と変動後の落ち

着き先の値は大きくなる。 
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表 3.7 各ケースの周波数ボトム値と周波数変動後の落ち着き先の値 

ケース名 
周波数ボトム値 

[Hz] 

時間 

[sec] 

周波数変動後 

の落ち着き先の値 

[Hz] 

F31-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-60S -0.22 1.46 -0.04 

F32-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-40S -0.23 1.53 -0.06 

F33-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-20S -0.26 1.77 -0.12 

F34-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-10S -0.35 2.41 -0.24 

 

 以上より，最過酷想定のケースとなるＰＶが 50%低下し続けた場合，低下直後の周波数ボ

トム値は，運用値の範囲である-0.1[Hz]を超えている。但し，日本国内島嶼地域における

周波数許容偏差±0.3[Hz]を想定すれば，F34…以外のケースは問題のない範囲ではないか

と思われる。また周波数変動後の落ち着き先の値を確認した場合，運用値の-0.1[Hz]を超

えている F33…,F34…を除けば F31…，F32…のケースは問題ない範囲ではないかと思われ

る。 

 よって，本解析においては，可変時定数制御特性が 500[kW]/60秒，40秒の蓄電池モデル

を想定しておけば，蓄電池容量とガバナの追従に充分なバランスが見られるのではないか

と思われる。 

 また，以降に蓄電池容量のアワー評価を検討する。 

 表 3.8に各ケースの蓄電池消費電力量を示す。蓄電池の充電容量は 11[kWh]のため，ハー

フの容量は，5.5[kWh]となる。本解析をハーフの容量から開始した場合においても，各ケ

ースとも充分な容量を確保できるのではないかと思われる。 

 

表 3.8 各ケースの蓄電池消費電力量 

ケース名 

蓄電池 

消費電力量 

[kWh] 

F31-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-60S 4.167 

F32-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-40S 2.778 

F33-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-20S 1.389 

F34-V4-NUK1-OP-PV-50P10MS-D500-10S 0.694 
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図 3.8 蓄電池出力低下時の変化速度の相違による周波数比較結果 

【PV出力 50%/10mse / 蓄電池 500kW×2 / NUK1フィーダ接続】  

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/60sec 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/40sec 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/20sec 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/10sec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 
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図 3.9 蓄電池出力低下時の変化速度の相違による周波数比較結果(現状想定との比較あり) 

【PV出力 50%/10mse / 蓄電池 500kW×2 / NUK1フィーダ接続】 

黒：PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/60sec 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/40sec 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/20sec 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

黒：PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

低下時の変化速度 

500[kW]/10sec 

青：PV(既設のみ) 

  蓄電池なし 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 
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３．４ 高速ディーゼルが中速ディーゼルにリプレースされた場合の追従性評価 

 

(1) 解析概要 

2013年に予定されている既設の高速ＤＧから中速ＤＧへの設備変更を考慮し解析した。 

 

① 需給断面 

・オフピーク断面：負荷量 3.521[MW] 

・NUK1 フィーダ接続 

② 発電機モデル 

・表 3.9に発電機モデルを示す。比較のため，高速 DG機も載せる。 

 

表 3.9 発電機モデル 

名称 Mak機 CAT機 

回転数タイプ 中速 DG機 高速 DG機 

定格 MVA 3.456 1.750 

定格 MW 2.765 1.400 

並列台数 2台 3台 

慣性定数[秒] 3.94*1 7.00*2 

*1系統連系規定より，数 100kVA～数 MW級の同期発電機定数の調査結果を採用 

*2 Tongatapu Power Station Protection Coordination Reviewより，算定 

③ ガバナモデル 

・ガバナブロック：図 3.10ガバナブロック図参照 

・GOV追従速度（負荷制御時）[現地より情報入手した負荷制御時の設定値] 

：上昇時 1.8％/sec（標準設定値 3.6％/sec），下降時 3.6％/sec 

 
図 3.10 ガバナブロック図  
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④ ＰＶ出力（急減） 

・変化量：50%（新設＋既設 PV＝1150[kW]） 

・継続時間：10msec 

⑤ 蓄電池モデル 

・蓄電池変換器容量：各サイト 500[kW]（合計 1000[kW]） 

・蓄電池容量 500[kW]出力後の可変時定数制御特性 

：500[kW]/60sec,40sec,20sec 計 3パターン 

 

(2) ケース一覧 

(1)の条件をもとに作成した検討ケースは，以下 3ケースとした（可変時定数が 10秒の

ケースは，高速ＤＧ機においても厳しい結果のため，中速ＤＧ機となる本解析では除外し

た。）。 

 

表 3.10 周波数変動量の解析 ケース一覧① 

ケース名 
PV出力 

(新設+既設) 

蓄電池 

変換器容量 
可変時定数 

F41-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-60S 
50%/10msec 

⇒1.15MW急減 
500kW 

60sec 

F42-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-40S 40sec 

F43-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-20S 20sec 

 

また，上記以外に参考ケースとして，ガバナの上昇時の追従速度（変化率制限）を 1.8%/sec

→3.6%/secに変更したケースを 1ケース行った。 

 

表 3.11 周波数変動量の解析 ケース一覧② 

ケース名 
PV出力 

(新設+既設) 

蓄電池 

変換器容量 
可変時定数 

F44-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-GOVC36-60S 
50%/10msec 

⇒1.15MW急減 
500kW 60sec 
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(3) 解析結果 

 図 3.11に周波数の読み取り値の図解を示す。 

 表 3.12に各ケースの周波数ボトム値と周波数変動後の落ち着き先の値を載せる。 

 図 3.12，3.13 に各ケース(F41…～F44…)の周波数波形を載せる。 

 

図 3.11 周波数の読み取り値 

 

 

表 3.12 各ケースの周波数ボトム値と周波数変動後の落ち着き先の値 

ケース名 
周波数ボトム値 

[Hz] 

時間 

[sec] 

周波数変動後の 

落ち着き先の値 

[Hz] 

F41-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-60S -0.47(-0.22) 2.50 -0.03(-0.04) 

F42-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-40S -0.51(-0.23) 2.74 -0.05(-0.06) 

F43-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-20S -0.73(-0.26) 4.02 -0.09(-0.12) 

F44-V4-NUK1-OP-MAKG-PV-50P10MS-D500-GOVC36-60S -0.30 1.41 -0.03 

*()内は，同条件にて高速 DG機を使用した場合の解析結果 

 

○可変時定数制御 500[kW]/60sec(8.33[kW]/sec)の解析結果 

 ＰＶの低下により，周波数のボトムは，-0.47[Hz]となる。10秒付近では，蓄電池出力と

ＤＧ出力の変化幅が一致するため，周波数変動も約-0.03[Hz]に落ち着く。60秒付近にて蓄

電池出力が 0.0[kW]になり，再びガバナが追従するため，周波数も変動する。変動後，再び

出力の変化幅が一致し，周波数は約 0.0[Hz]となった。 

 

 高速ＤＧ機と中速ＤＧ機の解析結果における相違点を示す。 

 高速ＤＧ機では慣性定数 7秒に対し，中速ＤＧ機では 3.94秒を用いて解析を行っている。

そのため，本解析の瞬間的にＰＶが低下するケースでは，慣性定数および 3台並列と 2台

並列の並列台数の影響が強く，慣性が速く並列台数の少ない中速ＤＧ機の周波数ボトム値

がより低下している。 

 周波数変動後の落ち着き先の値においては，高速ＤＧ機の追従速度 210[kW]/sec(5%/sec

×並列 3台)に比べ中速ＤＧ機の追従速度 100[kW]/sec(1.8%/sec×2台並列)が遅いため，

ゆっくり追従していき，蓄電池出力とガバナ出力の変化幅が一致するのも周波数の変動が

少しおさまった時点になる。そのため，高速ＤＧ機より周波数の低下が見られない。 
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○可変時定数制御 500[kW]/40sec(12.5[kW]/sec)，  

 可変時定数制御 500[kW]/20sec(25.0[kW]/sec) の解析結果 

 40秒，20 秒の動作についても 60秒と動作傾向は同様である。 

 

(4) 総括 

○解析結果について 

・最過酷想定のケースとなるＰＶが 50％低下し続けた場合，中速ＤＧ機では，日本国内島

嶼地域における周波数許容偏差±0.3[Hz]を超えている。但し，本解析に用いたガバナ追

従速度は厳しめの 1.8％/sec を設定しており，標準設定値 3.6％/sec(参考ケース)の場合

では，周波数ボトム値は，-0.3[Hz]となった。 

・中速ＤＧ機では，負荷制御時のガバナの追従速度を想定しているため，これより速いと

思われる回転数一定制御のガバナの追従速度を想定すれば，妥当な周波数となる可能性

は高い。いずれにせよ想定の範囲であり，高速，中速ＤＧ機ともに負荷遮断試験などの

現地試験から得られる実測値を用いてシミュレーションを行うこと望ましい。 

・周波数のボトム値は，発電機の並列台数が多い（定格出力の和が大）ことでも改善され

る。並列台数による予備力は，有効電力を補償するだけではなく，周波数補償にも寄与

することに留意する必要がある。 

○中速ＤＧ機のアワー評価 

・高速ＤＧ機と蓄電池モデルの可変時定数制御が同様のため，各ケースとも充分な容量を

確保できるのではないかと思われる（但し，ロス分は考慮していない積算値より算出し

ている。）。 
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図 3.12 蓄電池出力低下時の変化速度の相違による周波数比較結果 

【PV出力 50%/10mse / 蓄電池 500kW×2 / NUK1フィーダ接続 / Mak機並列 2台】 

 

 

図 3.13 参考ケース 

【PV出力 50%/10mse / 蓄電池 500kW×2 / NUK1フィーダ接続 / Mak機並列 2台 

 / 上昇時の変化率制限:3.6%/sec】 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

可変時定数 

500[kW]/60sec 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

可変時定数 

500[kW]/40sec 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

可変時定数 

500[kW]/20sec 

PV(既設+新設) 

蓄電池 500kW×2 

可変時定数 

500[kW]/60sec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 

PV出力急減 

50%/10msec 
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